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一 人事行政の運営の状況 

 １ 任免及び職員数に関する状況 

  （１）採用の状況 

      令和３年度の新規採用の状況は次のとおりです。職員の採用は、行政需要の動向や今後の退職

者数を考慮して行っております。 

    （単位：人）   

採用区分 
競争試験 選考採用 

計 
男性 女性 男性 女性 

初級 

事務職  4  1 5 

消防職 2    2 

技能労務職 1    1 

上級 

事務職 4 5 2 1 12 

技術職（土木） 2    2 

技術職（保健師）  1   1 

再任用（短時間）      

 

 

（２）採用試験の実施状況 

      令和３年度に実施した職員採用試験の結果は次のとおりです。募集する職種や採用予定者数は

退職者の状況により毎年異なります。 

（単位：人）   

試験区分 採用予定者数 申込者数 
受験者数 

（Ａ） 

最終合格者数 

（Ｂ） 

競争倍率 

（Ａ）/

（Ｂ） 

初級 

事務職 3 46 42 4 10.5倍 

消防職 2 36 30 2 15.0倍 

技能労務職 1 2 2 1 2.0倍 

上級 

事務職 8 51 32 14 2.3倍 

技術職（土木） 1 2 1 0 0.0倍 

技術職（保健師） 1 4 2 2 1.0倍 

計 16 141 109 23 4.8倍 

 

 

  （３）退職等の状況 

      令和３年度の退職等の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

職 種 定年退職 勧奨退職 普通退職 
その他 

計 
分限免職 懲戒免職 失 職 死亡退職 再任用後離職 その他 

事務職員 7 2 4    1 1 1 16 

技術職員         1 1 

技能職員           

消防吏員        1  1 

計 7 2 4    1 2 2 18 

     ※表中に掲げる用語の定義 

       １）定年退職 地方公務員法第２８条の２第１項及び同法第２８条の３第１項の規定による

退職 
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       ２）勧奨退職 任命権者が退職を勧奨し、職員がこれに応じたことによる退職 

       ３）普通退職 自己都合等他のいずれにも該当しない事由による退職 

       ４）分限免職 地方公務員法第２８条第１項の規定による免職 

       ５）懲戒免職 地方公務員法第２９条の規定による免職 

       ６）失職   地方公務員法第２８条第４項の規定による失職 

       ７）死亡退職 死亡による退職 

       ８）再任用後離職 再任用職員としての任期が満了したことによる離職 

       ９）その他  割愛退職（本市を退職し、他の自治体等に採用される者）等 

 

   （４）部門別職員数（各年４月１日現在） 

       部門別職員数及びその増減状況については次のとおりです。 

 （単位：人） 

         区 分 

 部 門 

職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 

令和２年度 令和３年度 

普

通

会

計

部

門 

一

般

行

政

部

門 

議  会 6       7        1       
新型コロナウイルス対策特別委員会

設置による増員 

総  務    101         102      1       職員配置調整による増員 

税  務 25    25    0     

民  生  54     57    3    職員配置調整による増員 

衛  生 58    58 (1)  0     

労  働 0       0       0        

農林水産 21       21 (1)   0        

商  工 11       11       0        

土  木 38    35    ▲3    職員配置調整による減員 

計 314    316 (2)  2     

教育部門    53      54 1    職員配置調整による増員 

消防部門 71 (2)  73 (1)       

小  計 438 (2)  443 (1)   0（0）   

 

会
計
部
門 

 

公
営
企
業
等 

水  道 13       12       ▲1    職員配置調整による増員 

下 水 道 12    12    0     

そ の 他 22       22       0        

小  計 47    46    ▲1     

合   計 
485 (2)  489 (3)    4 (1)   

〔0〕     
 

〔530〕     〔530〕     

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数であり、臨時または非常勤職員を除いています。 

なお、（ ）内は再任用短時間勤務職員（外数）です。 

２ 〔 〕内は、条例定数の合計です。
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２ 人事評価の状況 

（１）人事評価の実施状況 

地方公務員法第 23 条の 2 第 1 項の規定に基づき、職員の執務における勤務成績の評価を行っ

ています。この評価を定期的に行い、記録を作成し、これを職員の能力活用、育成、研修指導及

び監督の有効な指針並びに、公正な人事行政を行う基礎とするために実施しています。 

 

（ア）人事評価概要 

定期評価 
評価期間を１年間として、臨時的任用職員、非常勤職員、市長が特別に

定める職員を除いて実施 

条件附採用期間評価 
条件附採用期間中の職員について、その採用開始の日から概ね５月を経

過したときに実施 

特別評価 

休暇、休職又は異動その他の事由により、公正な評価を行うことが困難

と認められ、定期評価未実施の職員に対して、その理由が消滅し、公正

な評価を実施できると認められたときに実施 

 

（イ）令和３年度の定期評定実施状況 

評価の回数 １回 

評価の時期 １２月～１月 

評価の対象人数 ４６５人 
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３ 給与の状況 
                 

                      (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

 
区  分 

住民基本台帳人口 歳出額  実質収支 人件費 人件費率 （参考） 

 

     （３年度末） A   B B/A 前年度の人件費率 

 
3 年度 

人  千円 千円 千円 ％ ％ 

 

72,763  34,017,703  554,593  4,219,254  12.4 11.0  

                      (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

 
区  分 

職員数 給             与             費 一人当たり給与費 

 

      Ａ 給  料 職員手当 期末・勤勉手当      計     Ｂ         Ｂ／Ａ   

 
3 年度 

人  千円 千円 千円 千円 千円 

 

449 1,582,453  256,542  651,058  2,490,053  5,546  

 

（注）１ 職員手当には退職手当を含んでいません。 

         

 

      ２ 職員数は、令和４年４月１日現在の人数です。 

        
                      (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

区  分 平成 28 年 令和 3 年 

        

 

行橋市 102.2  100.8  

        

 

類似団体平均 98.1  98.5  

        

 

全国市平均 99.1  98.8  

                              

                      (4) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（４年４月１日現在） 

   ●一般行政職 

                  

 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース） 

 

 

行橋市 40.0 歳 315,512  円 361,589  円 340,567 円 

 

 

福岡県 42.0 歳 317,106  円 411,651 円 356,976 円 

 

 

国 42.7 歳 323,711  円 - 405,049 円 

                       

 

（注）１ 「平均給料月額」とは、４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。    

 

      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外 

 
  

勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査におい 

  
 

て明らかにされているものです。      
         

  
 

 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、 

  
 

特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再 

  
 

計算したものです。 

              

  

 ※ 福岡県については、令和３年４月１日現在の数値です。 

     
                      (5) 職員の初任給の状況（４年４月１日現在） 

  区  分 行橋市 国 
    

  
一般行政職 

大 学 卒 188,700  円 182,200  円 
    

  高 校 卒 154,900  円 150,600  円 
    

                      (6) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（４年４月１日現在） 

 
区     分 

経験年数 経験年数 経験年数 
 

 

（10 年以上 15 年未満） （15 年以上 20 年未満） （20 年以上 25 年未満） 
 

 
一般行政職 

大 学 卒 289,317 円 336,276 円 372,821 円 
 

 

高 校 卒 251,933 円 281,237 円 340,000 円 
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４ 勤務時間その他の勤務条件の状況 

    職員の勤務時間その他の勤務条件は、国及びその他の地方公共団体の職員との間に均衡を失しない

よう考慮して条例等で定めています。その概要は次のとおりです。 

 

（１）勤務時間（一般職の標準的なもの） 

１週間の 

勤務時間 

１日の 

勤務時間 
始 業 終 業 

休憩時間 

（45分） 

38時間 45分 7時間 45分 8:30 17:00 12:15～13:00 

     ※月曜日から金曜日の５日間において、１日の勤務時間をそれぞれ割り振っています。 

     ※業務内容により、上記の勤務時間によらない職場（事業所）や交代制勤務職場（消防署）は別

に勤務時間を定めています。 

 

（２）週休日・休日 

      週休日とは、日曜日及び土曜日をいい、勤務時間が割り振られていない日（勤務義務が課され

ていない日）のことです。 

      休日とは、次に掲げる日とし、特に勤務を命ぜられない限り、正規の勤務時間においても勤務

する必要はありません。 

      ①国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日 

      ②12月 29日から翌年の 1月 3日までの日（国民の祝日に関する法律に規定する休日を除く。） 

 

  （３）休暇 

      休暇の種類は、給与が支給されるか否かによって、有給休暇と無給休暇に分けることができま

す。有給休暇としては、事由に限らず取得できる年次有給休暇と特定の事由に基づいて認められ

る特別休暇等があります。また、無給休暇としては、介護休暇等があります。 

 

    ○年次有給休暇 

      年次有給休暇は、職員の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図ることを目的とし、毎

年（暦年）２０日付与されます。ただし、採用された年だけは、その採用された月を考慮し２０

日の範囲内で付与されます。（例：４月採用の場合１５日付与）また、未使用日数がある場合は、

２０日を限度として翌年に繰り越すことができます。取得状況は次のとおりです。 

    

総付与日数 

（Ａ） 

総取得日数 

（Ｂ） 

全対象職員数 

（Ｃ） 

平均取得日数 

（Ｂ）／（Ｃ） 

消化率 

（Ｂ）／（Ａ） 

10,464日 3,454日 289人 12.0日 33.0％ 

    （注）１ 対象期間は暦年（令和３年１月１日～令和３年１２月３１日）です。 

２ 令和３年１２月３１日現在、市長事務部局に勤務している一般職に属する非現業職員の

状況です。ただし、対象期間中に採用された者、育児休業中の者、休職中の者を除きま

す。 

 

 

○病気休暇 

      病気休暇は、負傷又は疾病のために勤務しないことがやむを得ないと認められる場合に、医師

の証明等に基づき最小限度必要と認める期間、その療養に専念させる目的で付与されます。一定

の日数を超えると、昇給の号給が調整されたり、勤勉手当が減額されます。病気休暇は、公務上
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の負傷等によるものと公務外の負傷等によるものとがあり、その内容は次のとおりです。 

休暇の原因 期  間 

公務上の負傷又は疾病 療養に必要と認める期間 

公務外の負傷又は疾病 

結核性疾患 
１年を超えない範囲内で、療養に

必要と認める期間 

上記以外の一般私傷病 
３月を超えない範囲内で、療養に

必要と認める期間 

 

○特別休暇 

      特別休暇は、あらかじめ定められた特定の事由（結婚、出産、親族の死亡等）に職員又は家族

が該当する場合に、それぞれの事由に応じて付与されます。主な特別休暇とその内容は次のとお

りです。 

休暇の種類 付与日数・期間等 特 定 の 事 由 

結婚休暇 連続する７日以内 職員が結婚する場合 

産前休暇 
出産予定日までの６週間（多胎妊娠の場合

は１４週間） 職員が出産する場合 

産後休暇 出産日の翌日から８週間 

出産補助 連続又は分割する３日以内 配偶者の出産のため入院の介護等を行う場合 

育児時間 １日２回（１回３０分以内） 生後１年に達しない子を養育する場合 

忌 引 親族の続柄により１日～１０日の範囲内 親族が死亡した場合 

父母等の祭日 １日 
実父母、義父母、配偶者、実子及び養子の法

事等を行う場合 

生理休暇 一生理期に２日以内 生理日の就業が著しく困難な場合 

リフレッシュ休暇 １年につき連続する６日以内 心身の健康の維持及び増進を図る場合 

ドナー休暇 必要と認められる期間 骨髄移植の提供者となる場合 

ボランティア休暇 １年につき５日以内 職員が自発的に社会貢献活動を行う場合 

妊婦健診 必要と認められる時間 
妊娠中の職員が保健指導、健康診査を受ける

場合 

通勤緩和 
１日１時間以内（勤務時間の始業又は就業

時） 

妊娠中の職員が母体・胎児を保護するため、

利用する交通機関の混雑を避ける場合 

子の看護休暇 
１年につき５日（子が２人以上の場合は１

０日）以内 
中学校就学前の子を看護する場合 

短期介護休暇 
１年につき５日（要介護者が２人以上の場

合は１０日） 
要介護者の介護又は世話等を行う場合 

育児参加休暇 産前産後の期間内に５日以内 
配偶者が出産する場合で、その出産に係る子

又は小学校就学前の子を養育する場合 

      ※この他の特別休暇として、「選挙権等の権利行使」、「証人等としての出頭」、「感染症法による交通遮断・隔離」、

「災害による交通遮断又は住居滅失・破損」、「交通機関の事故」があります。 

 

    ○介護休暇・介護時間 

      介護休暇・介護時間は、職員の家族（配偶者、父母、子、配偶者の父母等）で、負傷、疾病又

は老齢によって日常生活に支障があるものを介護するため、勤務しないことが相当であると認め

られる場合に付与されます。付与される期間は、介護休暇については、介護を継続的に必要とす
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る６月の期間内において、必要と認められる２週間以上の期間、介護時間については、連続する

３年の期間（介護休暇と重複する期間を除く。）内で、必要と認められる１日２時間以内の時間

です。介護休暇・介護時間により勤務しない期間は無給となります。 

 

（４）育児休業制度 

      育児休業制度は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、職員の福祉の増進と行政の円滑

な運営に資することを目的とした制度で、育児休業、部分休業及び育児短時間勤務があります。 

      育児休業は、職員が３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日まで取得する

ことができます。育児休業により勤務しない期間は無給となり、期間に応じて期末手当及び勤勉

手当が減額されます。 

      部分休業は、職員が小学校就学前までの子を養育するために請求し、任命権者が公務の運営に

支障がないと認める場合に承認されます。育児休業が取得する期間の全部を勤務しないのに対し、

部分休業は通常勤務を前提として、その１日の勤務時間の一部を勤務しない休業制度です。（勤

務時間の始業又は終業時において、１日を通じて２時間を超えない範囲で、３０分単位で取得可

能）休業期間の給料は、勤務しない１時間につき、時間当たりの給与額が減額され、また期間に

応じて勤勉手当が減額されます。 

  育児短時間勤務は、職員が任命権者の承認を受けて、その職員の小学校就学前までの子を養育

するために、職務を完全に離れることなく育児を行うことができるよう、複数の勤務形態のうち

希望する形態により勤務することができる制度です。育児短時間勤務中の給料は、短縮された勤

務時間に応じて減額され、また期間に応じて期末手当及び勤勉手当が減額されます。 

      令和３年度の育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

職員区分 

令和３年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職員（育児休業等対象者数） 

 
うち育児休業 

取得者数 

うち部分休業 

取得者数 

うち育児短時間勤務

取得者数 

男 性 17 3 0 0 

女 性 7 7 0 0 

計 24 10 0 0 
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 ５ 分限及び懲戒処分の状況 

  （１）分限処分 

      分限処分とは、職員の身分を保障することを前提として、職員が一定の事由によってその職責

を十分に果たすことができない場合に、公務能率を維持することを目的として、職員の意に反し

て行う不利益処分です。分限処分には、免職、休職、降任、降給の４種類があります。 

      令和３年度の分限処分の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

                 処分の種類 

処分事由 
免職 休職 降任 降給 計 

勤務実績が良くない場合 地公法第 28条第 1項第 1号     0 

心身の故障の場合 
地公法第 28条第 1項第 2号 

地公法第 28条第 2項第 1号 
 34   34 

職に必要な適格性を欠く

場合 
地公法第 28条第 1項第 3号     0 

定数の改廃等により廃職

又は過員を生じた場合 
地公法第 28条第 1項第 4号     0 

刑事事件に関し起訴され

た場合 
地公法第 28条第 2項第 2号     0 

計 0 34 0 0 34 

    （注）１ 同一の者が複数回にわたって分限処分された場合は、その数を重複して計上しています。 

      ２ 休職処分を受けている者の休職期間が更新された場合は、その都度新たな処分が行われた

ものとみなして計上しています。 

      ３ 処分の内容について 

          〔免職〕職員の意に反して職員としての身分を失わせること 

          〔休職〕職員に職を保有させたまま一定期間職務に従事させないこと 

          〔降任〕職員を現に保有する職よりも下位の職に任命すること 

          〔降給〕職員に支給されている給料を現在よりも低い額に引き下げること 
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  （２）懲戒処分 

      懲戒処分とは、職員が一定の義務違反を行った場合に、公務における規律と秩序を維持するこ

とを目的として、違反に対する道義的責任を追及し制裁として科す処分です。懲戒処分には、免

職、停職、減給、戒告の４種類があります。 

      令和３年度の懲戒処分の状況は次のとおりです。 

（単位：人） 

                 処分の種類 

処分事由 
免職 停職 減給 戒告 計 

法令に違反した場合 地公法第 29条第 1項第 1号     0 

職務上の義務に違反し又は

職務を怠った場合 
地公法第 29条第 1項第 2号     0 

全体の奉仕者として相応し

くない非行があった場合 
地公法第 29条第 1項第 3号     0 

計     0 

    （注）１ 同一の者が複数回にわたって懲戒処分された場合は、その数を重複して計上します。 

       ２ 処分の内容について 

          〔免職〕職員の意に反して職員としての身分を失わせること 

          〔停職〕職員に職を保有させたまま一定期間職務に従事させないこと 

          〔減給〕一定期間職員の給料の一定割合を減額して支給すること 

          〔戒告〕職員の義務違反の責任を確認するとともにその将来を戒めること 
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 ６ 服務の状況 

  （１）職員が遵守すべき義務 

      地方公務員法第３０条は、職員の服務の根本基準として、第１に「職員が全体の奉仕者として

公共の利益のために勤務すべきこと」、第２に「職員が職務の遂行に当たって、全力を挙げてこ

れに専念しなければならないこと」を定めています。この根本基準の趣旨を具体的に実現するた

め、同法は職員に対し、次のような服務上の強い制約を課しています。 

 

区  分 該当規定 内      容 

法令等及び職務命令

に従う義務 
地公法第 32条 

職員は職務遂行に当たって、法令、条例、規則等に従い、

かつ上司の職務上の命令に従わなければなりません。 

信用失墜行為の禁止 地公法第 33条 
職員はその職の信用を傷つけたり、職員の職全体の不名

誉となるような行為をしてはなりません。 

秘密を守る義務 地公法第 34条 
職員は在職中、退職後を問わず職務上知り得た秘密を漏

らしてはなりません。 

職務に専念する義務 地公法第 35条 
職員は勤務時間及び職務上の注意力の全てを職務遂行

のために用いなければなりません。 

政治的行為の制限 地公法第 36条 
職員は政治的中立を保つことが求められており、一定の

政治的行為をしてはなりません。 

争議行為等の禁止 地公法第 37条 
職員は住民に対してストライキ等の争議行為をしたり、

行政機能を低下させる怠業的行為をしてはなりません。 

営利企業等の従事制

限 
地公法第 38条 

職員は任命権者の許可を受けなければ、営利企業等を経

営したり、その事務に従事することはできません。 

 

      職員一人ひとりが常にこの義務と責任を自覚し、公務員としての倫理の保持に努めるとともに、

公正な職務の遂行と市民の行政に対する信頼の確保が図られるよう、機会あるごとに全職員に対

し服務規律の確保について周知徹底を図っています。 
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  （２）職務に専念する義務の免除 

      職員は、地方公務員法第３５条の規定により職務に専念する義務を負いますが、法律又は条例

に特別の定めがある場合はその義務が免除されます。この「法律又は条例に特別の定めがある場

合」には、主に次のものがあります。 

 

     ①法律に定めがある場合 

       ○選挙権その他公民としての権利を行使する場合（労働基準法第７条） 

       ○年次有給休暇（労働基準法第３９条） 

       ○分限処分としての休職（地方公務員法第２８条） 

       ○懲戒処分としての停職（地方公務員法第２９条） 

       ○育児休業（地方公務員の育児休業等に関する法律第４条） ・・・など 

②条例に定めがある場合 

       ○行橋市職員の勤務時間、休暇等に関する条例によるもの 

          ・祝祭日、年末年始の休暇 

          ・リフレッシュ休暇 

          ・慶弔休暇  ・・・など 

○行橋市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例によるもの 

          ・研修を受ける場合 

          ・厚生に関する計画の実施に参加する場合 

          ・その他市長が定める場合 

 

  （３）営利企業等の従事許可 

      職員は、地方公務員法第３８条の規定により、営利企業等の経営や事務に従事することが制限

されていますが、任命権者の許可を受けた場合は、それらを行うことができます。許可に当たっ

ては次の要件を満たす必要があり、令和２年度は２件の許可申請があり、申請のとおり許可され

ました。 

 

許可の要件 

①職員と営利企業等との間に職務上の利害関係が認められないこと。 

②職務の遂行には支障が認められないこと。 

③その他の法律への抵触が認められないこと。 

 



 

12 

 

 ７ 研修の状況 

（１）職員の研修の実施状況 

      地方公務員法第３９条では、職員は勤務能率の発揮及び増進のために、研修を受ける機会が与

えられなければならないと規定しています。この規定に基づき、任命権者として、様々な研修を

実施しています。令和元年度の実施状況は次のとおりです。 

 

（ア）職員研修概要 

区 分 概   要 対象者 期間 参加者数 

階層別研修 

職員として必要な基本的知識及び

技能を習得させるため、職務の階

級区分等に従い実施する研修 

(新規採用職員研修・管理職研修等) 

それぞれ職務の

階層区分に該当

する職員 

０．５～１日 ４８ 

専門研修 

職務遂行上必要な専門的かつ高度

な知識及び技能を習得させるため

に実施する研修 

（地域保健活動勉強会） 

それぞれ職務の

区分に該当する

職員 

０．５～１日 ０ 

特別研修 

ある一定の政策・事業に関して必

要な知識及び技能を習得させるた

めに実施する研修 

（自治体のデジタルトランスフォ

ーメーション講演等） 

全職員 ０．５日 ３２ 

派遣研修 

研修内容が特殊であったり専門的

であったりするため、研修専門機

関などに職員を派遣して行う研修 

（福岡県市町村職員研修所派遣等） 

全職員 １日～７日 ７８ 

自主研修 

自己啓発の機会を保障すること

で、職員の自己啓発を促し、自ら

の資質の向上を図る研修 

（先進的取組実施自治体視察研修） 

全職員 ２日 ０ 
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（イ）研修実施機関別の状況 

実施機関 研  修  名 研修回数 受講者数 

行橋市職員研修所 

新規採用職員研修・行政職員のための男女

共同参画セミナー・基礎項目研修・自治体

のデジタルトランスフォーメーション講演 

他 

４ ８０ 

福岡県市町村職員研修所 

新規採用職員研修（前期・後期）・一般職員

研修・新任係長研修・新任課長研修・クレ

ーム対応研修・ＯＪＴ研修・思考能力強化

研修・ＳＤＧｓに基づく政策形成研修 他 

５２ ６５ 

福岡県北東部地方拠点都

市地域整備推進協議会 
政策研修 １ １ 

その他の研修機関 

○日本経営協会 

条例・規則担当者のための法令実務講座 他 

○福岡県建設技術センター 

構造物設計（道路排水構造物編） 他 

１１ １２ 
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８ 福祉及び利益の保護の状況 

職員や職員の被扶養者の病気等に関して適切な給付を行うために、福岡県市町村職員共済組合にお

いて、短期・長期給付等の事業が行われています。 

また、職員の安全と健康を確保するため労働安全衛生法等に基づき、安全衛生管理体制の整備や健

康診断等を実施しています。公務中及び通勤途上の災害によって被災した場合については、地方公務

員災害補償法に基づき、療養補償等の補償を行うこととなります。 

なお、職員の福利の増進を図るため行橋市職員互助会が行う、共済給付事業及び福利厚生事業に負

担金を出資しています。 

 

（１）職員の健康管理・健康診断実施状況 

項    目 概      要 対象者 

総合健診 
職員を対象に年１回実施 

実施時期（毎年１０月頃） 
全職員 

精密検査 
総合健診で要精密検査者に該当した職員を対

象に実施 
該当職員 

総合健診事後フォロー 
総合健診で要指導に該当した職員を対象に、保

健師による個別指導を実施 
該当職員 

産業医面談 
行橋市産業医による身体的・精神的相談事業を

月１回実施 

希望した職員、 

相談が必要と判断さ

れた職員 

 

（２）共済組合 

      福岡県市町村職員共済組合に加入しており、主な事業は次のとおりです。 

 

（ア）短期給付事業 

         組合員とその家族の病気・けが・出産・死亡・休業または災害に対して、必要な給付を

行う事業です。 

（イ）長期給付事業 

         組合員の退職・障害または死亡に対して、年金または一時金の給付を行う事業です。 

（ウ）福祉事業 

①保健事業 

            ・指定宿泊施設の宿泊料一部助成事業 

            ・リフレッシュ施設の利用料金一部助成事業 

            ・はり、きゅう施術料の一部助成事業 

            ・総合健診事業 

            など各種事業を実施しています。 

         ②貯金事業 

           組合員から貯金を受け入れ、高利に運用し、組合員に還元することを目的とした事

業です。 

         ③貸付事業 

           組合員の臨時の支出に対し、その資金を低利で貸し付け、生活の安定を図るための

事業です。 
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         ④物資事業 

           組合員の日常生活に必要な物資の購入に利便を図るため、所属所から推薦された商

社と契約を結び、良い品をできるだけ安く、長期の分割払いで購入できるように設け

られた事業です。 

 

（３）行橋市職員互助会 

 

（ア）予算・公費負担・会員会費等について 

令
和
３
年
度 

互助会予算額 28,370,000円 

公 費 負 担 職員平均給料×5／1,000×496人×12ヶ月 

会 員 会 費 職員平均給料×5／1,000×496人×12ヶ月 

会  員  数 496人 

 

（イ）各種事業について 

①共済給付事業 

項  目 内        容 

結婚祝金 会員が結婚したときに支給する 

出産祝金 会員又はその配偶者が出産したときに支給する 

入学及び義務教育修了祝金 
会員の子が小学校、中学校に入学したときには、入学祝金を、中

学校を卒業したときには義務教育修了祝金を支給する 

結婚賀式祝金（銀婚式） 
会員が結婚し入籍時から 25 年が経過したときは、銀婚祝金を支

給する 

リフレッシュ助成金 
会員が 55 歳を迎えた時点以降に職員期間に応じてリフレッシュ

助成金を支給する。 

入院見舞金 
会員が傷病のため引続き 1ヶ月以上入院したときは、同一傷病に

つき 1回を限度として入院見舞金を支給する 

災害見舞金 
会員が水震火災その他非常災害により、その生活に必要な財産に

重大な損害を受けたときには、災害見舞金を支給する 

弔 慰 金 会員又はその被扶養者が死亡したときに、弔慰金を支給する 

永年在職祝金 会員が、在職 25年、30年、35年になったとき、祝金を支給する 

勤続 30年表彰特別祝金 会員が、勤続 30年になったとき、特別に祝金を支給する 

 

 

②福利厚生事業 

       会員の福利を増進するために行う事業です。 

       事業内容としては、市役所対抗競技大会参加に対する助成金等があります。 
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二 行橋市公平委員会の業務の状況 

   公平委員会は、地方自治法及び地方公務員法の規定に基づき設置される行政委員会で、３人の委員に

より構成されています。この委員会は、地方公務員の労働基本権の一部が制約されている代償として、

市に対して中立的な立場で、職員の身分上及び経済上の利益と公正な人事権の行使を保障するために設

けられています。委員会から行橋市長に対し、令和３年度の業務の状況が報告されましたのでお知らせ

します。 

 

 １ 勤務条件に関する措置の要求 

    職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、市が適切な措置を講ずる

よう要求することができます。 

 

 

 ２ 不利益処分に関する審査請求 

    職員は、懲戒その他の意に反する不利益な処分に関し、公平委員会に対して、審査請求をすること

ができます。 

 

 ３ 職員からの苦情の処理 

    職員は、任用、給与、勤務時間その他の勤務条件、服務等の人事管理全般について、上記の措置要

求や審査請求をするまでに至らないような事案に関し、公平委員会に対して、苦情の申出又は相談を

することができます。 

 

 令和３年度の措置要求、審査請求、苦情の状況は次のとおりです。 

 

区   分 
継続件数 

Ａ 

今年度受理件数 

Ｂ 

左記案件（Ａ＋Ｂ）に対する処理状況 

処理件数 継続件数 

措
置
要
求 

給 与 － 0 － － 

勤務時間、休暇 － 0 － － 

その他の勤務条件 － 0 － － 

審
査
請
求 

分限処分 － 0 － － 

懲戒処分 － 0 － － 

転 任 － 0 － － 

その他 － 0 － － 

人事管理に関する苦情 

（上記以外） 
－ 0 － － 

 

 


